
 
 

 

ものづくり中小企業開発・開拓推進事業 

福島県ハイテクプラザ開発支援実施要領 

（目的） 

第１条 この要領は、福島県ハイテクプラザ（以下「当所」という。）が行う開発支援に関

し必要な事項を定めることにより、県内産業技術の向上を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 開発支援とは、県内に事業所を有する法人又は個人（以下「企業等」という。）が

直面している技術課題を当所が代わりに解決し、その成果を移転することで技術課題解

決、製品開発等を支援する事業をいう。 

 

（開発支援の対象者） 

第３条 開発支援の対象となるものは、次に掲げる基準を満たす取組みを行おうとする企

業等とする。 

（１）企業等単独での解決が困難であること。 

（２）取組みに必要な試験研究設備や職員等の支援体制が適切なものであって、その計画

の遂行が確実であると認められるものであること。 

 

（開発支援の事前相談） 

第４条 開発支援を受けようとする企業等（以下「申請者」という。）は、あらかじめ当所

の研究担当職員に、口頭その他の方法で受けたい開発支援の内容について相談しなけれ

ばならない。 

 

（開発支援の申請） 

第５条 申請者は、開発支援申請書（様式第１号）を前条で相談した所属の科長（以下「担

当科長」という。）を経由してハイテクプラザ所長（以下「所長」という。）に申請しなけ

ればならない。 

２ 企業等が法人登録されていない事業者（以下「個人事業主等」という。）の場合、「安

全保障輸出管理に係る確認シート」等をハイテクプラザへ併せて提出する。 

３ 担当科長は、第１項の申請書を踏まえ、申請者の確認の上、開発支援実施計画書（様

式第２号）（以下「計画書」という。）を付して所長へ提出するものとする。 

 

（開発支援の決定等） 

第６条 所長は内容について審査し、開発支援の実施の可否を決定するとともに、申請者

に結果を通知するものとする。 

 

（開発支援の計画変更及び中止） 

第７条 以下のいずれかに該当するときは、申請者と担当科長が協議の上、開発支援計画

変更・中止申請書（様式第３号）を所長に申請することにより開発支援の計画を変更又

は中止することができる。 

（１）災害その他、当所の責に帰し得ない理由により、開発支援の継続が困難な場合又



 

 

は開発支援の計画の大幅な変更が必要になった場合。 

（２）申請者から変更又は中止の申し出があった場合。 

２ 所長は、前項の規定による申請があったときは、遅滞なく内容を審査し、その結果を

申請者に対し、通知するものとする。 

 

（知的財産等の取扱い） 

第８条 開発支援において知的財産（知的財産基本法第２条第一項による）等が発生した

ときは、当該知的財産等は福島県に帰属するものとする。ただし、知的財産等が開発支

援開始前から企業等が所有していた技術等に基づくときは、別途協議するものとする。 

 

（開発支援結果の報告及び公表等） 

第９条 担当科長は申請者に確認の上、開発支援を実施終了した日から１４日以内又は２

月２０日のいずれか早い日までに開発支援実施報告書（様式第４号）及び試験研究報告

書等を所長に提出し、併せて遅滞なく申請者へ結果報告を行なうものとする。 

２ 開発支援の課題名及び要旨は、公表するものとする。 

 

（補 則） 

第１０条 ここに定めのない事項については、所長が別に定めるものとする。 

 

附 則（令和７年４月１日付０７ハイテク第４１号） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この要領は、令和１０年３月３１日までの時限措置とする。 

 

附 則 

１ この要領は、令和７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１号（第５条関係） 

  年  月  日 

 

福島県ハイテクプラザ所長 

 

申請者 

住 所 又 は 所 在 地 

〒   －     

 

 

氏 名 又 は 名 称   

代表者の職名及び氏名   

（電話番号     －   －     ）  

 

  福島県ハイテクプラザ開発支援申請書 

当社への技術移転に向け、福島県ハイテクプラザ開発支援実施要領を承諾し、下記のと

おり申請します。 

記 

１ 課題名 

 

２ 目 的 

 

３ 内 容（必要に応じて、別紙（様式自由）を添付願います。） 

 

 

４ 企業等の担当責任者 

所 属  

職名及び氏名  

電 話 番 号  

５ 事前相談した職員 

所 属  

職名及び氏名  

６ その他 

（１）課題名及び要旨について公表することに合意します。 

（２）本事業により知的財産等が得られた場合、権利は福島県に帰属することに同意しま

す。ただし、知的財産等が本事業開始前から申請者が所有していた技術に基づくとき

は、別途協議するものとします。 



 

 

様式第２号（第５条関係） 

年  月  日 

ハイテクプラザ開発支援実施計画書 

課題担当科長        

課 題 名  

実 施 期 間   年  月  日 ～     年  月  日 

課題担当職員 

所属・職名・氏名 

 

企 業 等 名  

内 容 

□ 

 

 

 

□ 

□ 

□ 

 

【課題】 

 

 

【解決手段】（対処の実施項目） 

１ 

２ 

３ 

 

実施報告確認予定 □     年  月  日 

   

□ 上記の計画内容について確認を行いました。 

申請者  



 

 

様式第３号（第７条関係） 

年  月  日 

福島県ハイテクプラザ所長 

申請者          

課題担当科長         

開発支援計画変更・中止申請書 

採 択 番 号   年  月  日付け  ハイテク第    号 

課 題 名  

実 施 期 間   年  月  日 ～     年  月  日 

課題担当職員 

所属・職名・氏名 

 

企 業 等 名  

内容の概要及 

び 進 捗 状 況 

 

計 画 変 更 ・ 

中 止 の 理 由 

１ 計画変更   ２ 中止 

（理由） 

 

変 更 内 容 

 

企業等の意見 

 

備 考 

 

   

 

  



 

 

様式第４号（第９条関係） 

年  月  日 

福島県ハイテクプラザ所長 

担当科長 

 

ハイテクプラザ開発支援実施報告書 

課 題 名  

実 施 期 間   年  月  日 ～     年  月  日 

課題担当職員 

所属・職名・氏名 

 

企 業 等 名  

実施概要 

※業務年報で公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｛研究報告書の要旨に相当する内容を記載｝ 

７５字程度 

 

 

 

   

 

 


